
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採択すべき 

９名 

 

日本共産党 元木美奈子・みせ麻里 

復興浦安 岡本善徳・醍醐誠一 

水野 実 

無会派 
広瀬明子・折本ひとみ 

長谷川清司・柳毅一郎 

 

不採択と 

すべき 

１０名 

公明党 秋葉要・田村耕作・ 

中村理香子 

きらり浦安 
辻田 明・末益隆志 

宮坂奈緒・芦田由江 

みらい 
宝 新・西川嘉純 

深作 勇 

市
は
格
子
状
地
中
壁
工
法
の
み
を
採
用
す
る
姿

勢
を
改
め
て
強
調
し
ま
し
た
が
、事
業
期
間
の
延
長

を
国
に
働
き
掛
け
、十
分
な
住
民
合
意
を
得
た
う
え

で
事
業
を
進
め
る
べ
き
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。住

民
合
意
こ
そ
、災
害
に
強
い
街
づ
く
り
を
実
現
す
る

確
か
な
道
で
す
。 

 

陳
情
者
は
「
浦
安
の
地
盤
特
性
上
、
地
下
水
位
低

下
工
法
は
採
り
得
ず
、格
子
状
地
中
壁
工
法
以
外
に

あ
り
え
な
い
」
と
の
説
明
が
行
わ
れ
、「
格
子
状
地

中
壁
工
法
に
同
意
す
る
か
否
か
の
選
択
を
迫
ら

れ
」、結
果
的
に
断
念
せ
ざ
る
を
得
な
い
と
主
張
し
、

以
下
の
２
点
を
求
め
て
い
ま
す
。 
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６
月
議
会
最
終
日
、
陳
情
の
採
決
が
お
こ
な
わ

れ
、「
道
路
と
宅
地
の
一
体
的
な
液
状
化
対
策
に
係

る
対
象
全
地
区
で
の
地
質
調
査
と
液
状
化
対
策
に

係
る
情
報
開
示
に
関
す
る
陳
情
」（
陳
情
提
出
者
：

浦
安
市
美
浜 

辻
純
一
郎
氏
ほ
か
６
人
）
は
９
対

１
０
で
不
採
択
と
な
り
ま
し
た
。 

① 

千
葉
市
等
と
同
様
に
液
状
化
対
策
の
該
当
全

地
区
の
宅
地
の
地
質
調
査
を
速
や
か
に
実
施

し
、
そ
の
結
果
を
公
表
し
て
く
だ
さ
い
。 

② 

な
ぜ
、
格
子
状
地
中
壁
工
法
な
の
か
、
工
法
に

係
る
情
報
を
開
示
し
て
ほ
し
い
。 

浦
安
市
は
「
陳
情
内
容
は
地
下
水
位
低
下
工
法
の

採
用
を
求
め
て
い
る
も
の
で
あ
る
と
判
断
で
き
る
」

な
ど
と
し
た
う
え
で
、
松
崎
市
長
か
ら
は
、「
仮
に

こ
の
陳
情
が
採
択
さ
れ
て
も
地
下
水
位
低
下
工
法

の
採
用
は
な
い
」
な
ど
と
す
る
議
会
軽
視
、
住
民
無

視
の
発
言
ま
で
飛
び
出
し
ま
し
た
。 

不
採
択
を
主
張
す
る
議
員
は
、
こ
れ
ま
で
の
３
年

に
及
ぶ
調
査
検
討
や
、
す
で
に
対
象
街
区
の
約
１
割

で
住
民
合
意
が
進
ん
で
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
こ

れ
が
振
り
出
し
に
も
ど
り
、
混
乱
を
も
た
ら
す
な
ど

と
市
当
局
の
考
え
を
代
弁
し
、
不
採
択
す
べ
き
と
主

張
し
ま
し
た
。 

 

浦安市は、甚大な液状化被害を受けた戸建て住宅の再

液状化を防ぐために、国の復興交付金を活用した「道路

と宅地の一体的液状化対策事業」を進めるための調査検

討を行ってきた。 

この事業の工法は建物が建ったまま工事をするため、

効率的に実施できる工法として「地下水位低下工法」「格

子状地中壁工法」の２工法が望ましいとされていました

が、市は「格子状地中壁工法」の採用を決定し、これに

一本化した。 

実施要件を住民合意１００％としたが、費用負担（１

戸あたり１００万～２００万円）や各世帯の個別の事情

等から、合意が困難な事例もあり、地域コミュニティが

くずれかねないなど慎重な対応が求められていた。 

陳
情
者
は
、
地
下
水
位
低
下
工
法
は
格
子
状
地

中
壁
工
法
に
比
べ
、
格
段
に
費
用
も
安
く
、
民
の

負
担
を
減
ら
し
、
税
金(

交
付
金)

を
抑
え
る
こ
と

が
で
き
る
と
、
メ
リ
ッ
ト
を
強
調
し
て
い
ま
す
。 

元
木
美
奈
子

美
勢
 
麻
里

秋
葉
 
 
要

田
村
 
耕
作

中
村
理
香
子

岡
本
 
善
徳

醍
醐
 
誠
一

水
野
 
 
実

西
山
 
幸
男

辻
田
 
 
明

末
益
 
隆
志

宮
坂
 
奈
緒

芦
田
 
由
江

宝
 
 
 
新

西
川
 
嘉
純

深
作
 
 
勇

岡
野
 
純
子

長
谷
川
清
司

折
本
ひ
と
み

柳
 
毅
一
郎

広
瀬
　
明
子

平成２６年度一般会計･介護保険、補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

原付・軽二輪車、軽自動車税の税率を引き上げる浦安市税条例
の一部を改正する条例の制定について

● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

契約の締結について（市道幹線6号道路災害復旧工事（23災道第
238号）その1、その２）、（市道幹線11号道路災害復旧工事（23災
道第234号）、東野地区雨水貯留施設設置工事）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

契約の締結について（入船地区学校統合整備建築工事、電気設
備工事、機械設備工事）

● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

契約の締結について（浦安市運動公園陸上競技場フィールド整
備工事）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

契約の変更について（下水道災害復旧工事（Ｂ‐1）、市道幹線10
号道路災害復旧工事（23災道第70号）その1）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

可決
１６対３

可決
１８対１

可決
満場一致

議
長

育
休

○
：
賛
成

可決
１６対３

●
：
反
対

可決
満場一致

可決
１８対１

日本
共産党

きらり浦安 みらい 無会派公明党 復興浦安



   

２
０
１
５
年
度
か
ら
、
軽
自
動
車
の
自
家

用
車
や
二
輪
車
は
１
．
５
倍
に
引
き
上
げ
、

５
０
㏄
以
下
の
原
付
は
、
引
き
上
げ
幅
が
最

も
大
き
く
、
一
気
に
２
倍
に
な
り
ま
す
。 

消
費
税
増
税
で
二
重
課
税
と
な
る
自
動

車
取
得
税
は
廃
止
せ
よ
と
い
う
自
動
車
業

会   

 

界
の
要
望
に
答
え
て
、
自
動
車
取
得
税
の

税
率
を
引
き
下
げ
る
一
方
、
代
替
財
源
の

確
保
の
た
め
に
、
市
民
の
足
で
あ
る
軽
自

動
車
や
原
付
・
二
輪
車
等
の
税
率
を
大
幅

に
増
税
し
ま
す
。 

昨
年
９
月
上
旬
か
ら
ダ
イ
エ
ー

建
設
地
に
有
害
物
質
が
検
出
さ
れ

て
い
ま
し
た
が
、
浦
安
市
は
公
表

せ
ず
に
調
査
費
と
汚
染
土
の
搬
出

費
と
し
て
４
０
０
０
万
５
千
円
の

市
税
が
投
入
さ
れ
て
い
ま
し
た
。 

土
壌
汚
染
対
策
法
第
４
条
で

は
、
３
０
０
０
㎡
以
上
の
建
設
地

の
場
合
、
千
葉
県
に
届
け
出
を
行

う
と
定
め
て
い
ま
す
が
、
ダ
イ
エ

ー
は
土
壌
汚
染
対
策
法
に
該
当
し

な
い
と
し
て
１
０
０
㎡
ご
と
の
土

壌
調
査
を
せ
ず
に
建
設
を
進
め
て

き
ま
し
た
。 

し
か
し
、
浦
安
元
町
発
展
委
員

会(

市
民
団
体)

は
ダ
イ
エ
ー
の
届

け
出
は
違
法
で
あ
る
こ
と
を
つ
い

に
千
葉
県
に
認
め
さ
せ
ま
し
た
。 

 

市
は
県
か
ら
調
査
命
令
が
来
る

と
想
定
し
、
６
月
議
会
に
土
壌
分

析
調
査
事
業
と
し
て
２
８
０
０
万

円
が
補
正
予
算
と
し
て
計
上
し
、

合
計
６
８
０
０
万
５
千
円
も
の
高

額
な
市
税
が
投
入
さ
れ
て
い
ま

す
。 

 
   

調
査
は
７
月
に
す
で
に
終
了
し

ま
し
た
が
、
分
析
結
果
は
ま
だ
公

表
さ
れ
て
い
ま
せ
ん(

７
月
18
日

現
在)

。 

調
査
の
結
果
で
基
準
を
超
え
た

場
合
、
汚
染
の
除
去
等
の
措
置
や

土
地
の
形
質
を
変
更
す
る
の
に
届

け
が
必
要
と
な
る
区
域
に
県
か
ら

指
定
さ
れ
ま
す
。 

１
９
６
６
年
～
70
年
代
ま
で

日
本
化
学
工
業
が
浦
安
市
内
に
六

価
ク
ロ
ム
を
不
法
投
棄
し
て
い
た

問
題
と
の
関
連
性
に
つ
い
て
も
明

ら
か
に
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

 

浦
安
市
の
過
去
の
公
害
に
つ
い

て
の
記
録
は
「
六
価
ク
ロ
ム
対
策

は
終
了
し
安
全
で
あ
る
」
と
し
て

い
ま
す
が
、
対
応
が
不
十
分
だ
っ

た
た
め
に
、
今
、
表
面
化
し
て
い

ま
す
。
住
民
の
健
康
被
害
の
防
止

と
住
民
の
健
康
を
守
る
行
政
責
任

が
問
わ
れ
て
い
ま
す
。 

 

車
齢

１３

年
を
こ

え
る
古
車
は
、
２０
％

の
割
り
増
し
税
率
が

適
用
さ
れ
、
長
く
乗

り
続
け
れ
ば
さ
ら
に

増
税
と
な
る
買
い
替

え
誘
導
に
よ
り
メ
ー

カ
ー
を
応
援
す
る
税

制
で
す
。 

    

 

 

 

 

国名 調査年齢 
生涯 
有病率 

アメリカ 18 歳～ 1.4 

イギリス 18 歳～ 1.3 

カナダ 16 歳～ 0.8 

スペイン 18 歳～ 1.7 

スイス 18 歳～ 0.8 

日本 20 歳～ 男性 9.6 

住
民
合
意
は
ど
こ
ま
で
す
す
ん
だ
か
？ 

 安倍内閣が閣議決定した「成長戦略」に
はカジノが盛り込まれ、地方自治体の中
には地方経済の活性化、観光産業の振興
などの切り札として合法化法を求める動
きがあります。 

しかし、地方経済が大変だからといっ

ても、カジノ＝賭博を活用して地域経済
を活性化しようとすることは本末転倒で
す。 

カジノ解禁は暴力団の介入、青少年育
成への悪影響、ギャンブル依存症の増加
など、多くの問題があります。  

 

 

入
船
北
小
学
校
を
廃
校
し
、
入
船
南
小
学
校
と
統

合
す
る
統
廃
合
は
、
新
年
度
４
月
か
ら
実
施
さ
れ
ま

す
。
両
校
の
統
合
に
合
わ
せ
て
、
６
月
議
会
に
は
学
校

校
舎
の
増
改
築
工
事
の
契
約
議
案
が
提
案
さ
れ
ま
し

た
。 工

事
は
、学
校
統
合
に
よ
っ
て
不
足
す
る
教
室
の
増

築
や
、
さ
ら
に
小
中
一
貫
教
育
を
実
施
す
る
た
め
の

入
船
中
学
校
と
入
船
南
小
学
校
を
結
ぶ
渡
り
廊
下
の

新
築
、エ
レ
ベ
ー
タ
ー
整
備
な
ど
で
す
。 

日
本
共
産
党
は
、本
議
案
に
反
対
し
ま
し
た
。 

理
由
は
以
下
の
通
り
で
す
。 

           

他国では１％台にとど

まっている依存症有病率

(０８年調査)が、日本では

男性９．６％、女性１．

６％にも上っています。 

 

日
本
共
産
党
は
６
月
議
会
で
「
カ
ジ
ノ

合
法
化
法
案
に
反
対
す
る
意
見
書
」
を
発

議
し
、
市
議
会
と
し
て
反
対
し
よ
う
と
働

き
か
け
ま
し
た
が
、
保
守
、
公
明
、
み
ん

な
な
ど
が
反
対
し
、
否
決
さ
れ
ま
し
た
。 

 

●
学
校
統
合
と
小
中
一
貫
教
育
と
は
別
々
の
問
題
で
あ
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
市
は
こ
れ
ら
を
常
に
同
時
に
検
討
し
て
き
ま
し

た
。
な
ぜ
、
セ
ッ
ト
で
議
論
す
る
の
で
し
ょ
う
か
？ 

一
貫
教
育
を
す
で
に
実
施
し
て
い
る
自
治
体
で
は
教
育
効
果

に
つ
い
て
「
検
証
す
る
に
は
時
間
が
か
か
り
、
ま
だ
検
証
で
き
て

い
な
い
」
「
独
自
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
づ
く
り
が
必
要
に
な
り
、
先

生
方
に
過
重
な
負
担
を
求
め
る
こ
と
に
な
り
か
ね
な
い
」
な
ど
、

問
題
点
が
多
く
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。 

●
学
校
規
模
に
つ
い
て
、
Ｗ
Ｈ
Ｏ
は
１
０
０
人
以
下
が
望
ま
し
い

と
し
て
い
ま
す
。
松
崎
市
長
は
初
め
て
の
選
挙
戦
で
「
理
想
的
な

教
育
の
現
場
が
僻
地
の
分
校
教
育
に
あ
る
。
少
子
化
の
今
こ
そ
、

都
市
部
の
浦
安
市
で
も
分
校
教
育
を
実
践
で
き
る
の
で
は
な
い

か
」
と
主
張
し
ま
し
た
。
こ
の
公
約
と
の
関
係
に
つ
い
て
、
何
ら
、

説
明
が
あ
り
ま
せ
ん
。 

●
学
校
統
廃
合
に
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
意
見
が
あ
り
、
住
民
合
意
を

丁
寧
に
進
め
る
た
め
の
慎
重
な
対
応
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

と
こ
ろ
が
、
市
は
、
ど
の
程
度
、
住
民
合
意
が
す
す
ん
で
い
る
の

か
、
議
案
審
議
に
当
た
っ
て
、
そ
の
進
捗
状
況
を
頑
な
に
明
ら
か

に
し
ま
せ
ん
で
し
た
。 

 

 

庶
民
の
足
で
あ
る
軽
自
動
車
増
税
案
が
提

案
さ
れ
、
日
本
共
産
党
は
反
対
し
ま
し
た
。

消
費
税
増
税
に
苦
し
む
市
民
に
追
い
打
ち

を
か
け
る
市
の
増
税
提
案
は
認
め
ら
れ
ま

せ
ん
。 

区分（抜粋） 現行 増税＊
軽自動車（自家用） 7,200円 10,800円
軽自動車（自家用・13年経過） 7,200円 12,900円
二輪バイク(排気量250ｃｃ超） 4,000円 6,000円
原付(排気量50ｃｃ以下） 1,000円 2,000円
＊2016年度より車両が13年を超えると更に増税となる
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